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職員数・人件費の削減

問い合わせ　財政課　　229－3124　　229－3388
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　今年は合併後９年目にあたり、合併後のまち
づくりの集大成の時期を迎えています。
　まちづくりの推進、福祉・教育などの行政
サービスを提供するために基本となるのは、予

算などの財政運営です。市では、津市総合計画
後期基本計画をはじめとするさまざまな計画を
推進するために、財政健全化の取り組みを行っ
ています。

　全国的な状況と同様に、本市でも少子高齢化
が進み、医療、福祉などの社会保障関係経費を
示す扶助費は年々増加しています。このような
社会保障関係経費の増加やまちづくりの推進に

対応するため、行財政改革の
一環として職員数の削減など
人件費の縮減を行い、行政効
率の向上に努めてきました。

財政健全化の歩み
～「まちづくり」の縁の下の力持ち～

※扶助費は一般会計歳出性質別決算額(平成25年度は３月補正後予算額)。職員数・人件費は、企業会計・特別会計を含む全ての
　正規職員による(平成25年度は決算見込み額)。平成17年度は合併前旧市町村の合算数値。

職員数の推移と人件費・扶助費の推移


